
議案第８号

令 和 ３ 年 度

五所川原市工業用水道事業会計補正予算書



令和３年度五所川原市工業用水道事業会計補正予算（第２号）

（総　　　則）
第１条　令和３年度五所川原市工業用水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）
第２条　令和３年度五所川原市工業用水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。

支 出
第１款　工業用水道事業費用
第１項

（たな卸資産購入限度額）
第３条　予算第１０条中「１，３９２千円」を「１，９００千円」に改める。

令和４年２月２５日提出

（ 科 目 ） （ 既 決 予 定 額 ） （ 補 正 予 定 額 ） （ 計 ）

１０７,９８６ 千円 ２,４５３ 千円 １１０,４３９ 千円
営 業 費 用 ９３,２３１ 千円 ２,４５３ 千円 ９５,６８４ 千円

五所川原市長　　佐々木　孝　昌　　

-1-



補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１ 令和３年度五所川原市工業用水道事業会計補正予算実施計画

２ 令和３年度五所川原市工業用水道事業会計予定キャッシュ・フロー

３ 令 和 ３ 年 度 五 所 川 原 市 工 業 用 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 程 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　令和３年度五所川原市工業用水道事業会計補正予算実施計画

(収益的支出）

支 出

款 項 目 既決予定額（千円） 補正予定額（千円） 計（千円）

工 業 用 水 道
事 業 費 用

１０７,９８６ ２,４５３ １１０,４３９

営 業 費 用 ９３,２３１ ２,４５３ ９５,６８４

原水及び浄水費 ４３,５８７ ２,４５３ ４６,０４０
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１ 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
当 年 度 純 利 益
減 価 償 却 費
長 期 前 受 金 戻 入 額
受 取 利 息 及 び 配 当 金
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費
有 形 固 定 資 産 除 却 費
未 収 金 の 増 減 額（△は増加）
未 払 金 の 増 減 額（△は減少）
引 当 金 の 増 減 額（△は減少）
小 計
受 取 利 息 及 び 配 当 金
支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 費
業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

２ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出
国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入
一般会計又は特別会計からの繰入金による収入
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

３ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 増 加 額（又は減少額）
資 金 期 首 残 高
資 金 期 末 残 高

２　令和３年度五所川原市工業用水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書　
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

（単位：千円）

２,４１３
４２,８２６
△５,８５２

△４０
９,１５０
１,０００

０
０

１１
４９,５０８

４０
△９,１５０
４０,３９８

△９,１３９
８１８

３０,８１７
２２,４９６

５,７００
△３８,２１３
△３２,５１３

３０,３８１
２９７,３６９
３２７,７５０
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３　令和３年度五所川原市工業用水道事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

資　 　産　 　の　 　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地 3,957
建 物 219,677
減 価 償 却 累 計 額 △ 105,631 114,046
構 築 物 786,910
減 価 償 却 累 計 額 △ 505,649 281,261
機 械 及 び 装 置 504,530
減 価 償 却 累 計 額 △ 446,911 57,619
工 具 、 器 具 及 び 備 品 1,903
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,808 95
建 設 仮 勘 定 18,548

有 形 固 定 資 産 合 計 475,526
無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権 823,597
電 話 加 入 権 60

無 形 固 定 資 産 合 計 823,657
固 定 資 産 合 計 1,299,183

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 327,750
未 収 金 17,308
流 動 資 産 合 計 345,058
資 産 合 計 1,644,241
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負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 624,238
固 定 負 債 合 計 624,238

流 動 負 債
企 業 債 41,724
未 払 金 2,000
引 当 金 975
流 動 負 債 合 計 44,699

繰 延 収 益
長 期 前 受 金 439,606
収 益 化 累 計 額 △ 321,566
繰 延 収 益 合 計 118,040
負 債 合 計 786,977

資　　　　本　　　　の　　　　部
資 本 金 671,702

剰 余 金
利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 17,956
利 益 積 立 金 83,036
建 設 改 良 積 立 金 82,157
当年度未処分利益剰余金 2,413

利 益 剰 余 金 合 計 185,562
剰 余 金 合 計 185,562
資 本 合 計 857,264
負 債 資 本 合 計 1,644,241
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注記
１ 重要な会計方針

（１）資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法
イ 有形固定資産

・減価償却の方法 　定額法による。
・主な耐用年数

建物 　５０年
構築物 　１０～４０年
機械及び装置 　１５年

ロ 無形固定資産
・減価償却の方法 　定額法による。
・主な耐用年数

ダム使用権 　５５年

（３）引当金の計上方法
イ 退職給付引当金

　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職
　給付引当金は計上していない。

ロ 賞与引当金
　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（

　１２月から３月までの４カ月分）を計上している。
ハ 貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２ リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３ その他の注記
（１）引当金の取崩し

　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金９６４千円を取り崩しする予定である。
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